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・計数資料 ――――――― 41
・リスク管理について ― 27
資料編

自己資本の充実の状況等
リスク管理について

金融技術の発達、金融のグローバル化の進展等により、金融機関が直面するリスクは、多
様化・複雑化が進んでおり、適切なリスク管理の重要性はますます高まっております。
リスクを的確に把握・分析・評価し、自らの経営体力の許容できる範囲内にコントロールす
ることを目的に、「リスク管理」を経営の最重要課題と位置付け、管理態勢の強化・充実に取
り組んでおります。
リスク管理については、それぞれのリスク主管部署で日 リ々スクの把握・管理に取り組んで
おり、緊急時には直ちに経営トップまで報告され、対処できる態勢としております。また、統合的
にリスク管理を行い、定期的に開催する「融資審査委員会」「ALM委員会」または「経営会
議」及び「常務会」にて、確認・評価と改善に向けた協議を行い、必要に応じて理事会に報
告する体制を整えております。

１．健全経営
健全かつ安定した経営を行うため、統合的リスク管理を基本とした資産・負債の総合
管理を徹底し、自己資本の充実に努めております。

２．リスクコントロール
リスクの特性に応じ、分散化、極小化等リスクコントロールを行っております。

３．適切なリスク管理
統合的なリスク管理の徹底により、リスクの総量が当組合の体力を上回らないよう適切
に管理しております。

４．安定収益の確保
統合的なリスク管理の徹底により、リスクに見合った適切な収益を確保するとともに収益
の安定化を図っております。

関埼灯台（大分県大分市）

『統合的リスク管理』とは
金融機関の直面するリスクに関して、自己
資本比率の算定に含まれないリスク（与信集
中リスク、銀行勘定の金利リスク等）も含め
て、それぞれのリスクカテゴリー毎（信用リス
ク、市場リスク、オペレーショナルリスク等）
に評価したリスクを総体的に捉え、金融機関
の経営体力（自己資本）と比較・対照するこ
とによって、自己管理型のリスク管理を行う
ことをいいます。
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経営管理部
リスク管理統括

コンプライアンス委員会
ALM委員会

監事会

営業店・本店

理事会理事長

融資部
信用リスク管理

総合企画部
市場リスク管理

総合企画部
流動性リスク管理

業務支援部
事務リスク管理

業務支援部
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経営管理部
・リーガルリスク（法務リスク）
・人事労務リスク
・物的資産リスク
・レピュテーショナルリスク
 （風評リスク）

その他のオペレーショナルリスク管理

業務支援部
オペレーショナルリスク管理

監
査
部

リスクの種類・特性・基本姿勢

令和７年４月１日現在
リスク管理に関する体系図

リスクの種類 リスクの特性 けんしんの基本姿勢

信 用 リ ス ク

取引先や信用供与先の財務状況の悪化等に
より、資産の価値が減少ないし消失するのに伴
い、損失を被るリスク

研修等の活動を通して貸出審査能力の向上を図るとともに、毎期、貸出
資産に関する査定を厳正に行い、回収の危険性等に応じて、決算期に
適正な償却・引当を実施しております。また、特定の業種や取引先に偏
重することのないよう定期的に監視・分析・評価を行い、リスクの分散に
努めております。

市 場 リ ス ク
市場の金利や為替相場・株式相場等の要因
により、保有する資産の価格が変動することで
損失を被るリスク

調達（預金等）と運用（貸出金、預け金、有価証券等）の利回りや構成状
況、有価証券の時価評価等について定期的に監視・分析・評価を行
い、保有資産の健全性と収益性の維持・向上に努めております。

流 動 性リスク
予期せぬ資金の流出や、市場の混乱等により
不利な資金調達を余儀なくされる場合などに
損失を被るリスク

調達と運用の状況や、資金調達力を常時把握し、万一の緊急時に必要
な資金の確保ができる管理態勢の向上に努めております。

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル・リ
ス
ク

事 務リスク

正確性を欠いた事務、あるいは事故・不正・情
報漏洩等の発生により、利益や信用に損失を
被るリスク並びに事務関連規程の不備で発生
するリスク

事務処理の指針となる規程・マニュアル等の整備・改善を行うとともに、
研修や臨店指導、定期的な自店検査、総合監査の実施などにより、事
故の未然防止に取り組んでおります。

システムリスク

コンピュータシステムの障害または誤作動、シス
テムの不備・不正使用等により、損失を被る
リスク

最新のシステムとバックアップ体制機能を有する、全国信用組合の共同
センター（SKC）に加盟しております。また、万一に備え、緊急事態が発生
した際の対応マニュアルの整備や、緊急時を想定した模擬訓練の実施
に取り組んでおります。

そ の 他
オ ペリスク

上記以外のリスク（リーガルリスク、人事労務リスク、物的資産リスク、レピュテーショナルリスク等）についても、リスク統括部署および
各担当部署がそのリスクを適正に認識し、お客さまへの影響や経営に与える影響を分析した上で、迅速かつ適切に対応する態
勢を整備しております。
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用 語 解 説

マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策

当組合は、マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融（以下、「マネロン等」という。）を防止し、業務の適切性を確保するため、「当
組合のマネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策に係る対応方針について」のもと、マネロン等リスク対策担当役員を任命し、組
合内横断的なリスク管理態勢の強化に取り組んでいます。

当組合のマネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策に係る対応方針について
当組合は、マネロン・テロ資金供与及び拡散金融を防止するため、マネロン・テロ資金供与対策を経営上の重要な課題として位置付け、「犯罪収益移転防止法」ならびに

「金融庁マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」等の関連法令等を遵守し、経営陣の主導的な関与の下、次の各号の取組みを行ってまいります。
（１）当組合は、自らが提供する商品・サービス、取引形態、取引に係る国・地域や顧客属性等に応じたマネロン等リスクを特定、評価、類型化したうえで、当該リスクについ
て、当組合のリスク許容度の範囲内に実効的に低減するための措置（リスクベース・アプローチ）を講じてまいります。

（２）当組合は、マネロン・テロ資金供与対策を適切に実施するために、組合内横断的なリスク管理態勢を構築してまいります。
（３）当組合は、マネロン・テロ資金供与および拡散金融対策の実効性を確保するため、当組合の業務分野、営業地域及びマネロン・テロ資金供与に関する動向等を評
価し、これを踏まえて、方針（基本方針・ポリシー等のマネロン対策に関する方針）・手続（マネロン対策に関する基本規程及び関連諸規程・要領・手順書等）・計画
（マネロン対策を実現させるための実践計画・プログラム）等を整備してまいります。

なお、金融当局ならびに大分県警察の指導により、当組合では、マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融のリスクが高いと判断される一部の取引およびお
客様につきましては、通常よりも厳重な取引時確認の実施やお客様情報の提供をお願いさせて頂くとともに、そのご回答の内容、状況に応じまして、当該お取引に制限をさ
せていただくことがございます。
お客様には、一部ご不便をお掛けすることが予想されますが、何卒趣旨をご理解いただき、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

信用リスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続きの概要
信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当組合が損失を被るリスクをいいます。
当組合では、信用リスクを管理すべき最重要のリスクであるとの認識の上、安全性・公共性・流動性・成長性・収益性の５原則に則った厳正

な与信判断を行うべく、与信業務の基本的な理念や手続き等を明記した「クレジットポリシー」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すととも
に、信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しております。
信用リスクの評価については、自己査定における精度ある債務者区分の判定によるリスク量の把握、さらには業種別、与信集中によるリスク
抑制のための大口与信先の管理など、さまざまな角度からのリスク管理を行っております。
個別案件の審査・与信管理については、審査管理部門と営業推進部門を互いに分離し、相互に牽制が働く体制としています。
信用コストである貸倒引当金は、「自己査定基準（マニュアル）」並びに「資産査定に関する償却・引当規程」に基づき、自己査定における債
務者区分ごとに計算された貸倒実績率等を基に算定しております。
一般貸倒引当金にあたる正常先、要注意（その他）先、要注意（要管理）先については、債務者区分ごとの債権額にそれぞれ貸倒実績率

に基づいた予想損失率を乗じて算出しております。
また、個別貸倒引当金のうち破綻懸念先については、債権額から回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当ててお

ります。実質破綻先及び破綻先については、債権額から取立不能見込額を直接減額し、さらに減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。
なお、それぞれの結果については外部監査人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
リスク・ウェイトとは、債権の危険度を表す指標であり、自己資本比率を算出する際のリスク・アセット額を求めるために使用する資産毎の掛
目のことです。自己資本比率の算出方法の中で標準的手法（あらかじめ定められたリスク・ウェイトを使用する手法）を採用する金融機関につ
いては、リスク・ウェイトの判定に適格格付機関の付する格付（外部格付）の区分毎に定められたリスク・ウェイトを使用することになります。
当組合は標準的手法を採用しており、保有する資産の一部（有価証券等）について以下の４機関の格付をリスク・ウェイトの判定に使用して

おります。

㈱格付投資情報センター（R&I） ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
㈱日本格付研究所（JCR） S&Pグローバル・レーティング（S&P）

信用リスク関係
リスク・ウェイト
債権の危険度を表す指標。自己資本比率規制で総資産を算出する際に、保有資産ごとに分類して用いる。

ALM
ALM（Asset Liability Management）は、資産・負債の総合管理といい、主に金融機関において活用されているバランスシートのリスク管理方法。

適格格付機関
バーゼルⅢにおいて、金融機関がリスクを算出するに当たって、用いることができる格付を付与する格付機関のこと。
金融庁長官は、適格性の基準に照らして適格と認められる格付機関を適格格付機関に定めている。

信用リスク削減手法
当組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証などが該当。ただし、バーゼルⅢにおける信用リスク削減
手法としては、告示に定める適格金融資産担保（現金、預金、国債等）、同保証（国、地方公共団体等）、預金と貸出金の相殺等をいう。
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■信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

（注）１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、
当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計
額です。

２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌月から３ヵ月以上延滞して
いる者に係るエクスポージャーのことです。

３． 上記の「その他」は、裏付けとなる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業
種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には有形固定資産等の資産や
金融機関、学校法人、権利能力なき社団・財団等が含まれます。

４． CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
５． 当組合は、信用リスクエクスポージャーにおけるデリバティブ取引は該当ありません。

■一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
４９ページ参照

■業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
個別貸倒引当金 貸出金償却期末残高 期中増減額

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度
製 造 業 ―― １ △２ １ ―― ――
農 業 、 林 業 ―― ―― △０ ―― ―― ――
漁 業 ３２ ９ △２２ △２２ ―― ――
鉱業、採石業、砂利採取業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
建 設 業 ４５ ４６ △１８ ０ ―― ――
電気、ガス、熱供給、水道業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
情 報 通 信 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
運 輸 業 、郵 便 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
卸 売 業 、小 売 業 ４４ ６ △２８ △３７ ―― ――
金 融 、 保 険 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
不 動 産 業 ９８ ３０ △６７ △６７ ―― ――
物 品 賃 貸 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
学術研究、専門・技術サービス業 ０ ―― ０ △０ ―― ――
宿 泊 業 ４６２ １２９ △５９ △３３３ ―― ――
飲 食 業 ３３ ２２ △１３ △１０ ―― ――
生活関連サービス業、娯楽業 ５１ １２ △３ △３９ ―― ――
教 育 、学 習 支 援 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
医 療 、 福 祉 ２ ０ ２ △１ ―― ――
そ の 他 の サ ー ビ ス ２２ ７０ △１６ ４８ ―― ――
そ の 他 の 産 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
国・地 方 公 共 団 体 ―― ―― ―― ―― ―― ――
個 人 １４５ ５７ △７３ △８７ ―― ――
そ の 他 ―― ―― ―― ―― ―― ――
合 計 ９３９ ３８８ △３０５ △５５１ ―― ――

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上
延滞エクス
ポージャー

延滞エクス
ポージャー

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引
債 券 その他

（投資信託等）

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度
国 内 ５３９，７６７ ５３７，４３０ ３０１，１５５ ３１８，４９４ ９８，４９４ １００，４６３ １４０，１１７ １１８，４７２ ３，６１６ ５，３３４
国 外 ４，４０６ ６，４１８ ―― ―― ４，４０６ ６，４１８ ―― ―― ―― ――
地 域 別 合 計 ５４４，１７４ ５４３，８４９ ３０１，１５５ ３１８，４９４ １０２，９００ １０６，８８２ １４０，１１７ １１８，４７２ ３，６１６ ５，３３４
製 造 業 １７，３３４ １９，９５３ ８，１１１ ８，８９７ ９，２１２ １１，０１５ １１ ４１ ７９ ４７
農 業 、 林 業 ２，７２６ ２，９２８ ２，７２６ ２，９２８ ―― ―― ―― ―― ２４ １４
漁 業 ８７９ ８２５ ８７９ ８２５ ―― ―― ―― ―― ２２１ ２５５
鉱業、採石業、砂利採取業 １，６９３ １，３７５ ７９３ ７７４ ９００ ６００ ―― ―― ―― ――
建 設 業 ２３，１８６ ２３，７５４ ２２，４８６ ２３，０５３ ７００ ７００ ―― ―― ３３０ ２２２
電気、ガス、熱供給、水道業 ６，４５０ ６，６４５ １，２５２ １，２４６ ５，１９７ ５，３９８ １ ―― ―― ――
情 報 通 信 業 ２，８６１ ３，０２３ ９８５ １，１４６ １，８０２ １，８０４ ７３ ７３ ―― ――
運 輸 業 、郵 便 業 ９，５０１ ７，９２３ ５，３５９ ５，０７０ ４，１０４ ２，８０３ ３６ ４９ １８ ８
卸 売 業 、小 売 業 １９，４５５ ２０，１６２ １７，１２０ １７，９２６ ２，３０２ ２，２０４ ３１ ３１ ７９ ９６
金 融 、 保 険 業 １４０，４３３ １１９，３１１ １，５０３ １，４７１ １４，５２３ １７，５３０ １２４，４０６ １００，３０９ ―― ――
不 動 産 業 ４５，３７１ ４８，８５４ ４０，５７９ ４４，２４７ ４，７９２ ４，６０７ ―― ―― ２７５ ８１１
物 品 賃 貸 業 １，２４７ ２，３４４ ６４１ ９４２ ６０６ １，４０１ ―― ―― ―― ――
学術研究、専門・技術サービス業 ２，６５１ ３，０６６ ２，６５１ ３，０６６ ―― ―― ―― ―― １ ４
宿 泊 業 １６，８６７ １７，２１４ １６，８６７ １７，２１４ ―― ―― ―― ―― １，７２７ １，８９５
飲 食 業 ６，０４７ ５，９９８ ６，０４７ ５，９９８ ―― ―― ―― ―― １７５ ４５３
生活関連サービス業、娯楽業 １０，９３６ １０，９３５ １０，９３２ １０，９３５ ―― ―― ４ ―― ２２２ ２１６
教 育 、学 習 支 援 業 ２，３１０ ２，２１２ ２，３１０ ２，２１２ ―― ―― ―― ―― ―― ――
医 療 、 福 祉 １３，５１５ １４，１３４ １３，５１５ １４，１３４ ―― ―― ―― ―― ３０ ４７０
そ の 他 の サ ー ビ ス １５，２７５ １４，７５６ １５，２５４ １４，７２９ ―― ―― ２１ ２７ ２８ ２９４
そ の 他 の 産 業 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
国・地 方 公 共 団 体 １０８，３９３ １０９，５８８ ４９，６２８ ５０，７７２ ５８，７５９ ５８，８１６ ６ ―― ―― ――
個 人 ７６，２５３ ８６，２６３ ７６，２５３ ８６，２６３ ―― ―― ―― ―― ４００ ５４２
そ の 他 ２０，７７７ ２２，５７７ ５，２５２ ４，６３７ ―― ―― １５，５２４ １７，９３９ ―― ――
業 種 別 合 計 ５４４，１７４ ５４３，８４９ ３０１，１５５ ３１８，４９４ １０２，９００ １０６，８８２ １４０，１１７ １１８，４７２ ３，６１６ ５，３３４
１ 年 以 下 ４７，２８１ ４２，４５０ ４０，１３３ ３８，４７７ ７，１３７ ３，９３６ １０ ３６
１ 年 超 ３ 年 以 下 ２７，１８９ ３２，３０９ １５，８６８ １５，３０４ １１，３１５ １６，９９５ ５ １０
３ 年 超 ５ 年 以 下 ３８，２４８ ４３，７０６ １７，７７７ １７，７６９ ２０，４７１ ２５，９３６ ―― ――
５ 年 超 ７ 年 以 下 ４７，５２９ ４２，１５１ ２９，８１５ ３０，４５８ １７，７１３ １１，６９２ ―― ――
７ 年 超 １０ 年 以 下 ５９，９４５ ８１，８０６ ４８，３３８ ５０，３５３ １１，６０７ ３１，４５３ ―― ――
１０ 年 超 １８３，２７１ １８２，４１８ １４８，６１５ １６５，５５１ ３４，６５５ １６，８６７ ―― ――
期間の定めのないもの １２８，５６８ ９７，６７７ ３５ ３３ ―― ―― １２８，５３２ ９７，６４３
そ の 他 １２，１３９ ２１，３２９ ５７０ ５４７ ―― ―― １１，５６８ ２０，７８２
残 存 期 間 別 合 計 ５４４，１７４ ５４３，８４９ ３０１，１５５ ３１８，４９４ １０２，９００ １０６，８８２ １４０，１１７ １１８，４７２

〈地域別・業種別・残存期間別〉 （単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
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用 語 解 説

■リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

信用リスク削減手法に関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置で、具体的には、預金担保、有価証券担保、不動産担保、保
証、クレジット・デリバティブなどが該当します。
当組合が扱う担保には、自組合預金積金、有価証券、不動産等、保証には、人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保
証等ありますが、その手続については、組合が定める「事務取扱要綱」等により、適切な事務取扱及び適正な評価を行っております。
自己資本比率で定められている信用リスク削減手法には、適格担保として自組合預金積金、上場株式、有価証券等、保証として信用保証
協会保証、政府関係機関保証、民間保証、その他未担保預金等、貸出金と自組合預金の相殺として債務者の担保手続がなされていない定
期預金、日本銀行貸出支援基金の活用に係る「全信組連への預け金」と「全信組連からの借入金」等が該当します。

■信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりません。

証券化エクスポージャーに関する事項

証券化取引を行っておりません。

告示で定める
リスク・ウェイト区分

（％）

エクスポージャーの額
令和５年度

格付有り 格付無し
０％ ―― １０８，４１０
１０％ ―― ３０，２４２
２０％ ６，４１０ １２９，７４６
３５％ ―― ６，０４９
５０％ ２４，４０５ ８９２
７５％ ―― １０７，２２８
１００％ ２１１ １２８，８８０
１５０％ ―― １，６９５
２５０％ ―― ０
１２５０％ ―― ――

そ の 他 ―― ――
合 計 ５４４，１７４

信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保 証 クレジット・デリバティブ
令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー ４，１９０ ４，６６５ １，１００ ２，５６２ ―― ――

告示で定める
リスク・ウェイト区分

（％）

令和６年度
CCF・信用リスク削減効果適用前 CCFの

加重平均値
（％）

資産の額及び与信相当額
の合計額（CCF・信用リス
ク削減効果適用後）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

４０％未満 ２５６，２２８ １４ １００％ ２５３，６４７
４０％～７０％ ３５，７４５ ７４ ―― ３５，７３６

７５％ １０９，４８３ ６４，３８５ １％ １０７，３９４
８０％ ―― ―― ―― ――
８５％ ６１，７１３ ２，９２４ １４％ ６０，９６８

９０％～１００％ ２３，６６５ ２，２３１ ３％ ２２，７９１
１０５％～１３０％ ２７，３５０ ―― ―― ２７，３２８

１５０％ ６，４２５ １４ ―― ６，３９４
２５０％ ８１８ ―― ―― ８１８
４００％ ―― ―― ―― ――
１２５０％ ―― ―― ―― ――

そ の 他 ―― ―― ―― ――
合 計 ５２１，４３１ ６９，６４４ １％ ５１５，０７８

（単位：百万円） （単位：百万円）

（注）１． 格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２． エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに

区分しています。
３． コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置によ

る不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクス
ポージャーは含まれておりません。

（注）１． 最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。
２．「CCFの加重平均値（％）」とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額

を、CCF・信用リスク削減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。

（単位：百万円）

（注）１． 当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
（注）２． 上記「保証」には、告示（平成１８年金融庁告示第２２号）第４５号（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第４６条（株式会社地域経済活性化支援機

構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

市場リスク関係
派生商品取引（＝デリバティブ取引）
有価証券や通貨、金といった金融資産（原資産）の取引から派生し、原資産の現物価格によってその価格が決定される商品を指す。
具体例としては、先物、先渡し、スワップ、オプション等が挙げられる。

証券化エクスポージャー
金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組み替え、第三者に売却して流動化をする資産。
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市場リスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
市場リスクとは、為替等、市場の変動により、保有する資産の価値が変動し損失を被るリスクのことです。市場リスクには、金利変動に伴い損
失を被る「金利リスク」と有価証券等の価格変動に伴って資産価格が減少する「価格変動リスク」、外国為替相場の変動に伴って損失が発生
する「為替リスク」があります。
当組合では、市場リスクについて、VaRにより計測し、これを当組合として取り得る許容範囲内に収めるとともに、市場リスクの管理と配分によ

る適切な収益の確保に努めております。
市場リスクの状況については、「ALM委員会」を設置し、資産・負債のバランスを総合的に管理しております。具体的には、金融動向と金利
予測をベースに収益実績の管理、収益シミュレーションの策定を行い、その予測と実績の差異などを把握・検討し、市場リスクや流動性リスクを
管理しつつ資金調達・運用の効率化と収益の確保を図っております。
リスク量については、有価証券VaR、金利リスク量及び株式・投資信託等の価格変動リスク量を計測し、自己資本への影響度のモニタリン
グを行い、ポートフォリオの適正化を図っております。

流動性リスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
流動性リスクとは、予期せぬ資金の流失により、通常よりも著しく高い金利での調達を余儀なくされることにより損失を被るリスクのことです。
当組合では、市場流動性の状況を適切に把握し対応するとともに、当組合の資金調達・運用構造に即した適切かつ安定的な資金繰り体制

を目指すことを基本方針としております。
日 の々資金繰りについては、即時に換金できる流動性の高い資金（支払準備資産）が適正な水準を維持するよう管理するとともに、毎月、資
金繰りの状況について常務会へ報告しております。流動性資金の確保に向けた緊急時の資金調達手段としては、全国信用協同組合連合会
に資金を預けるなど十分な支払準備資産を確保するほか、資金繰り状況に応じた対応策を「緊急時対策マニュアル」において定め、不測の事
態に備えております。

オペレーショナルリスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
オペレーショナルリスクを「内部プロセス・人・システムが不適切であることもしくは機能しないこと、または外生的事象が生起することから当組
合に生じる損失にかかるリスク」と認識しており、「リスク管理基本規程」を踏まえ、組織体制、管理の仕組みを整備するとともに、「オペレーショナ
ルリスク管理規程」に基づいて定期的に収集したデータの分析・評価を行い、リスクの顕現化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に努
めております。
特に、事務リスク管理については、「事務リスク管理規程」に基づき、本部・営業店が一体となり、厳正な事務関連規程の整備、その遵守を心
掛けることはもちろんのこと、日頃の事務指導や研修体制の強化、さらには内部牽制機能としての事務検証などに取り組み、事務レベルの向上
に努めております。
システムリスクについては、「システムリスク管理規程」に基づき、管理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点検検査等を実施

し、安定した業務遂行ができるよう、多様化かつ複雑化するリスクに対して管理態勢の強化に努めております。
その他のリスクについては、ご意見・ご要望窓口の設置によるご意見・ご要望に対する適切な処理、個人情報及び情報セキュリティ体制の
整備、さらには各種リスク商品等に対する説明態勢の整備など、顧客保護の観点を重視した管理態勢に努めております。
リスクの計測に関しては、当面、基礎的手法を採用することとし、態勢の整備に努めております。
また、これら一連のオペレーショナルリスクに関連するリスクの状況については、リスク管理の統括部署が各リスク主管部署に対し、リスク管理
について定期的、あるいは必要に応じて報告を求め統合的に管理状況を検証するとともに、理事会、常務会、経営会議といった経営陣に対す
る報告態勢を整備しております。

（２）オペレーショナルリスク相当額
基礎的手法を採用しております。

自己資本の構成に関する事項

本事項にて開示する諸計数については「協同組合による金融事業に関する法律第６条１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基
づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた
めの基準」（平成１８年金融庁告示第２２号）に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。
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■当組合の自己資本比率について
自己資本は、主にコア資本に係る基礎項目と調整項目で構成されています。
令和６年度末の自己資本額のうち、積み立てているもの以外のものは、地域のお客さまによる普通出資金が該当します。
自己資本の充実度に関しまして、自己資本比率は国内基準である４％を上回っており、経営の健全性・安全性を十分保っております。また、
当組合は、各エクスポージャー（※）が一分野に集中することなく、リスク分散が図られていると評価しております。
一方、将来の自己資本充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積
上げを第一義的な施策として考えております。
※リスクにさらされている資産の度合いのことを指し、貸出金や有価証券などが該当します。

■単体自己資本比率
令和５年度 令和６年度

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 ⑴
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 ２３，３００ ２５，６３６
うち、出資金及び資本剰余金の額 １３，９６９ １５，３５９
うち、利益剰余金の額 ９，４４２ １０，４２７
うち、外部流出予定額（△） １１２ １５０
うち、上記以外に該当するものの額 ―― ――

コア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 され る 引 当 金 の 合 計 額 ４５２ ６２２
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ４５２ ６２２
うち、適格引当金コア資本算入額 ―― ――

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 イ ２３，７５２ ２６，２５８
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 ⑵
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 ５７ ４１
うち、のれんに係るものの額 ―― ――
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 ５７ ４１
繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く 。）の 額 ―― ――
適 格 引 当 金 不 足 額 ―― ――
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 金 額 ―― ――
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ―― ――
前 払 年 金 費 用 の 額 ―― ６
自 己 保 有 普 通 出 資 等（ 純 資 産の部に計 上されるものを除く。）の額 ―― ――
意 図 的に保 有している他の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ―― ――
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ―― ――
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ―― ――
特 定 項 目 に 係 る 十 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ―― ――
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ―― ――
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ―― ――
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ―― ――
特 定 項 目 に 係 る 十 五 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ―― ――
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ―― ――
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ―― ――
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ―― ――

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 ロ ５７ ４８
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 （ イ ― ロ ） ハ ２３，６９５ ２６，２０９
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ⑶
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 ２５１，２１７ ２６７，３０１
資産（オン・バランス）項目 ２５０，３９２ ２６６，６１６
うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置（自己資本比率改正告示附則第
１２条第８項）を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額 △５，５０２ ――

オフ・バランス取引等項目 ８２４ ６８４
マーケット・リスク相 当 額 の 合 計 額を八 パーセントで 除して得た 額 ――
勘 定 間 の 振 替 分 ――
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 １０，６７０ １０，４１０
資 本 フ ロ ア 調 整 額 ―― ――
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 ニ ２６１，８８７ ２７７，７１２
単 体 自 己 資 本 比 率
単 体 自 己 資 本 比 率 （ ハ ／ ニ ） ９．０４％ ９．４３％

（単位：百万円）

（注） 自己資本比率の算出方法を定めた、「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がそ
の保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準
により自己資本比率を算出しております。
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自己資本の充実度に関する事項

■信用リスクおよびオペレーショナルリスクの所要自己資本の額

（注）１． 所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生

商品取引の与信相当額です。
３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関

係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門
（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基
金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。

４．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債
務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向
け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

５．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
① 金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理
債権」に該当すること

② 重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
③ ３か月以上限度額を超過した当座貸越であること

６．「その他」とは、（ⅰ）～（xⅷ）に区分されないエクスポージャーです。
７． 当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
８． オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています（令和５年度計数）。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

÷８％

９． 当組合は、標準的計測手法かつ ILMを「１」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しておりま
す（令和６年度計数）。

１０． 単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

令和５年度 令和６年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信 用リスクアセット・所 要 自 己 資 本 の 合 計 額 ２５１，２１７ １０，０４８ ２６７，３０１ １０，６９２
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー ２５６，７１９ １０，２６８ ２６２，７５３ １０，５１０
（ⅰ）ソブリン向け ３，３８７ １３５ ３，０９７ １２３
（ⅱ）金融機関向け ３７，５５９ １，５０２ ２２，２１８ ８８８

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け ―― ―― ６８２ ２７
（ⅲ）カバード・ボンド向け ―― ―― ―― ――
（ⅳ）法人等向け ８１，２４２ ３，２４９ ７１，１７８ ２，８４７
（ⅴ）中小企業等・個人向け ７８，４６２ ３，１３８ ―― ――
（ⅵ）中堅中小企業等・個人向け ―― ―― ８３，３６４ ３，３３４

トランザクター向け ―― ―― ―― ――
（ⅶ）抵当権付住宅ローン ２，１１７ ８４ ―― ――
（ⅷ）不動産取得等事業向け ３３，０７５ １，３２３ ―― ――
（ⅸ）不動産関連向け ―― ―― ５１，３４４ ２，０５３

自己居住用不動産等向け ―― ―― ４，６７２ １８６
賃貸用不動産向け ―― ―― ５，６４７ ２２５
事業用不動産関連向け ―― ―― ３６，６０６ １，４６４
その他不動産関連向け ―― ―― ―― ――
ADC向け ―― ―― ４，４１７ １７６

（ⅹ）劣後債権及びその他資本性証券等 ―― ―― ２，１０６ ８４
（ⅺ）三月以上延滞等 ３，２０２ １２８ ―― ――
（ⅻ）延滞等向け ―― ―― ６，７８６ ２７１
（xiii）自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 ―― ―― １７ ０
（xiv）出資等 ３，６９１ １４７ ―― ――

出資等のエクスポージャー ３，６９１ １４７ ―― ――
重要な出資のエクスポージャー ―― ―― ―― ――

（xv）株式等 ―― ―― ８１８ ３２
（xⅵ）重要な出資のエクスポージャー ―― ―― ―― ――
（xⅶ）他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他

外部 TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー ―― ―― １１，７８２ ４７１
（xⅷ）信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係

る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー ―― ―― １，１１１ ４４
（xⅸ）その他 １３，９８１ ５５９ ８，９２７ ３５７

②証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ―― ―― ―― ――
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー ―― ―― ４，５４８ １８１
ルック・スルー方式 ―― ―― ４，５４８ １８１
マンデート方式 ―― ―― ―― ――
蓋然性方式（２５０％） ―― ―― ―― ――
蓋然性方式（４００％） ―― ―― ―― ――
フォールバック方式（１２５０％） ―― ―― ―― ――

④未 決 済 取 引 １，５４７ ６１ ―― ――
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係
る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △７，０４９ △２８１ ―― ――
⑥Ｃ Ｖ Ａリスク 相 当 額を８％ で 除して 得 た 額 ―― ―― ―― ――
⑦中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ―― ―― ―― ――

ロ．オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク １０，６７０ ４２６ １０，４１０ ４１６
BI ―― ―― ６，９４０ ２７７
BIC ―― ―― ８３２ ３３

ハ．単 体 総 所 要 自 己 資 本 額 （ イ ＋ ロ ） ２６１，８８７ １０，４７５ ２７７，７１２ １１，１０８

（単位：百万円）
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■標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳

（注）１． 最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。
２．「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。

３．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後エクス
ポージャーのオン・バランスの額とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。

■標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後
リスク・ウェイト
の加重平均値
（％）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

令和６年度
現 金 ３，５３２ ―― ３，５３２ ―― ―― ０％
我が 国の中央政府及び中央 銀行向け ６，９７３ ―― ６，９７３ ―― ―― ０％
外 国 の 中 央 政 府 及 び 中 央 銀 行 向け ―― ―― ―― ―― ―― ０％
国 際 決 済 銀 行 等 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ０％
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け ９４，８１９ ―― ９４，８１９ ―― ―― ０％
外国の中央政府等以外の公共部門向け ―― ―― ―― ―― ―― ０％
国 際 開 発 銀 行 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ０％
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け １，５０９ ―― １，４０９ ―― １４０ １０％
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け ３，９９４ ―― ２，５０２ ―― ２５０ １０％
地 方 三 公 社 向 け ３，０３４ ―― ２，０３３ ―― ４０６ ２０％
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け １０４，８８１ ―― １０４，８８１ ―― ２２，２１０ ２１％

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け ２，３０９ ―― ２，３０９ ―― ６８２ ３０％
カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ０％
法人等向け（特定貸付債権向けを含む） １０１，８６８ ４，７２２ ９９，８６６ ４１９ ７１，１７８ ７１％

特 定 貸 付 債 権 向 け ９８３ ―― ９８３ ―― ９８３ １００％
中 堅 中 小 企 業 等 向け 及 び 個 人 向け １１０，６７０ ６４，８１８ １０８，１７９ ４１０ ８３，３６４ ７７％
ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ０％

不 動 産 関 連 向 け ５９，３６９ ―― ５９，２９６ ―― ５１，３４４ ８７％
自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け １１，７０４ ―― １１，７０４ ―― ４，６７２ ４０％
賃 貸 用 不 動 産 向 け ８，０３５ ―― ８，０３４ ―― ５，６４７ ７０％
事 業 用 不 動 産 関 連 向 け ３５，１６８ ―― ３５，１３９ ―― ３６，６０６ １０４％
そ の 他 不 動 産 関 連 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ０％
Ａ Ｄ Ｃ 向 け ４，４６０ ―― ４，４１７ ―― ４，４１７ １００％

劣 後 債 権 及 びその 他 資 本 性 証 券 等 ２，１０６ ―― ２，１０６ ―― ２，１０６ １００％
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） ４，８１４ ８８ ４，７７８ ―― ６，７８６ １４２％
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 １７ ―― １７ ―― １７ １００％
取 立 未 済 手 形 ４０ ―― ４０ ―― ８ ２０％
信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 ２２，９８２ １４ ２２，９７８ １４ ２，２９９ １０％
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ―― ―― ―― ―― ―― ０％
株 式 等 ８１８ ―― ８１８ ―― ８１８ １００％
合 計 ５２１，４３１ ６９，６４４ ５１４，２３３ ８４４ ２４０，９３１ ４６％

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
０％ １０％ ２０％ ２５％ ３０％ ３５％ ４０％ ４５％ ５０％ ６０％ ７０％ ７５％ ８５％ ９０％ １００％ １１０％ １５０％ ２５０％ その他 合計

令和６年度
現 金 ３，５３２ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ３，５３２
我が国の中央政府及び中央銀行向け ６，９７３ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ６，９７３
外国の中央政府及び中央銀行向け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
国 際 決 済 銀 行 等 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向け ９４，８１９ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ９４，８１９
外国の中央政府等以外の公共部門向け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
国 際 開 発 銀 行 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向け ―― １，４０９ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― １，４０９
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向け ―― ２，５０２ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ２，５０２
地 方 三 公 社 向 け ―― ―― ２，０３３ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ２，０３３
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け ―― ―― ９２，５３６ ―― １２，３４５ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― １０４，８８１

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け ―― ―― ―― ―― ２，３０９ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ２，３０９
カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
法人等向け（特定貸付債権向けを含む） ―― ―― ９，５０７ ―― ―― ―― ―― ―― ２４，６１２ ―― ―― ２００ ６０，９６８ ―― ４，９９６ ―― ―― ―― ―― １００，２８５
特 定 貸 付 債 権 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ９８３ ―― ―― ―― ―― ９８３

中堅中小企業等向け及び個人向け ―― ２０ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ０ ―― ―― １００，８２３ ―― ―― ７，７４４ ―― ―― ―― ―― １０８，５８９
ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――

不 動 産 関 連 向 け ―― ―― １，５１６ １，０３２ ２，３４５ ３１ ２９６ ４８８ ６，６７２ ９８４ ２，４２０ ６，３７０ ―― ５，３９０ ４，４１７ ２７，３２８ ―― ―― ―― ５９，２９６
自 己 居 住 用 不 動 産 等 向け ―― ―― １，５１６ １，０３２ ２，１８６ ―― ２９６ ―― ６，６７２ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― １１，７０４
賃 貸 用 不 動 産 向 け ―― ―― ―― ―― １５９ ３１ ―― ４８８ ―― ９８４ ―― ６，３７０ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ８，０３４
事 業 用 不 動 産 関 連 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ２，４２０ ―― ―― ５，３９０ ―― ２７，３２８ ―― ―― ―― ３５，１３９
そ の 他 不 動 産 関 連 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
Ａ Ｄ Ｃ 向 け ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ４，４１７ ―― ―― ―― ―― ４，４１７

劣後債権及びその他資本性証券等 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ２，１０６ ―― ―― ２，１０６
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） ―― ７ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ２５９ ―― ―― ―― ―― ―― ２２４ ―― ４，２８７ ―― ―― ４，７７８
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― １７ ―― ―― ―― ―― １７
取 立 未 済 手 形 ―― ―― ４０ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ４０
信 用保証 協 会 等による保 証 付 ―― ２２，９９３ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ２２，９９３
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
株 式 等 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ８１８ ―― ８１８
合 計 １０５，３２５ ２６，９３２ １０５，６３５ １，０３２ １４，６９０ ３１ ２９６ ４８８ ３１，５４５ ９８４ ２，４２０ １０７，３９４ ６０，９６８ ５，３９０ １７，４０１ ２７，３２８ ６，３９４ ８１８ ―― ５１５，０７８

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）１． 最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。
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出資等エクスポージャーに関する事項

■リスク管理の方針及び手続きの概要
出資等又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、子会社・関連会社、株式関連投資信託、その他ベンチャーファン

ド又は投資事業組合への出資金が該当します。
そのうち、上場株式、株式関連投資信託にかかる市場関連リスクの認識については、時価評価及び最大予想損失額（VaR）によるリスク計
測によって把握するとともに、運用状況に応じて経営陣に諮り投資継続の是非を協議するなど、適切なリスク管理に努めております。また、株式
関連商品への投資は、有価証券にかかる投資方針の中で定める投資枠内での取引に限定するとともに、債券投資のヘッジ資産として位置付
けており、ポートフォリオ全体のリスクバランスに配慮した運用を心掛けております。なお、取引にあたっては、当組合が定める「有価証券運用準
則」や投資ガイドラインに基づいた厳格な運用・管理を行っております。
非上場株式、子会社・関連会社、その他ベンチャーファンド又は投資事業組合への出資金に関しては、当組合が定める「資金運用規程」及

び「有価証券運用準則」などに基づいた適正な運用・管理を行っております。
また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況については、適宜、経
営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。
なお、当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行って
おります。

■貸借対照表計上額及び時価

■出資等エクスポージャーの売却及び
償却に伴う損益の額

■貸借対照表及び損益計算書で
認識されない評価損益の額

■貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で
認識されない評価損益の額

■リスク・ウェイトのみなし計算が適用される
エクスポージャーに関する事項

令和５年度 令和６年度
売 却 益 ８３ ――
売 却 損 ―― ――
償 却 ―― ――

令和５年度 令和６年度
評 価 損 益 ３２５ ４５６

令和５年度 令和６年度
評 価 損 益 ―― ――

令和５年度 令和６年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー ４，１４２ ４，５４８
マンデート方式を適用するエクスポージャー ―― ――
蓋然性方式（２５０％）を適用するエクスポージャー ―― ――
蓋然性方式（４００％）を適用するエクスポージャー ―― ――
フォールバック方式（１２５０％）を適用するエクスポージャー ―― ――

令和５年度 令和６年度
貸借対照表計上額 時 価 貸借対照表計上額 時 価

上 場 株 式 等 ６７８ ６７８ ８５１ ８５１
非上場株式等 １，５１３ １，５１３ １，５３４ １，５３４
合 計 ２，１９１ ２，１９１ ２，３８５ ２，３８５

（単位：百万円）

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて
記載しています。

（単位：百万円） （単位：百万円）

（注）「貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評
価損益です。

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）にかかる売買損益は含まれ
ておりません。

（単位：百万円） （単位：百万円）

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価
損益です。
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銀行勘定における金利リスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在している中で金利が変動することに

より、利益が低下ないし損失を被るリスクのことです。当組合では、定期的な評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
具体的には、一定の金利ショックを想定した場合における銀行勘定の金利リスクの計測や、金利更改を勘案した期間収益シミュレーションに

よる収益への影響度などを月次で計測し、「ALM委員会」で協議・検討をするとともに、必要に応じて常務会に付議・報告を行うなど、資産・
負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めております。なお、ヘッジ会計等の金利リスクの削減手法は採用しておりません。
・金利リスクの算定手法の概要
銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（預金、貸出金、有価証券、預け金、

その他の金利・期間を有する資産・負債）について、金利の変動により発生するリスク量をみるものです。当組合では、複数の金利変動幅のシ
ナリオを想定し金利リスク量を計測しております。
普通預金や当座預金等の要求払預金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、預金者の皆さまのご要望によって随時払い出される
要求払預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金をコア預金と定義し、当組合では、内部モデルを用いて要求払預金
残高の５９％相当額を０～１０年の期間に振り分けて（要求払預金の平均満期３．７１１年）リスク量を算定しております。
また、契約上満期の定めのある定期預金や固定金利住宅ローンは、満期以前に解約もしくは返済されることがありますが、こうしたリスクにつ
いては一定の期限前解約率もしくは期限前返済率を用いて、金利リスクへの反映を図っております。

■金利リスクに関する事項 ■自己資本調達手段の概要
当組合の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成さ

れています。
なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

計 算 手 法 再 評 価 法 基準月のイールドカーブ（期間ごとの市場金利）に金利ショック幅を加算し、変動後のイールドカーブ
で理論値を求め、基準月の現在価値とその理論値との差額を金利リスク量とする方法

コ ア 預 金

対 象 流動性預金（普通、貯蓄等）

算 定 方 法 過去の預金残高及び預金金利の推移をもとに、統計的分析により①高確率で滞留する額②市場
金利に追随しない額を求める方法

満 期 最長１０年以内
金 利 シ ョ ッ ク 上方パラレルシフト、下方パラレルシフト又はスティープ化
固 定 金 利 貸 出 期限前返済率のベースを３％とする
定 期 預 金 期限前解約率のベースを３４％とする
複数の通貨の集計方法 ⊿EVEは、正となる通貨のみを単純合算している。⊿NIIは、符合に関係なく通貨ごとの⊿NIIを単純合算している。
スプレッドに関する前提 考慮していない

そ の 他 の 前 提 保有投資信託の金利リスクは、修正デュレーションをもとにGPS 方式により計測。その他、金利リスクの算定に重大な影
響を及ぼす前提、また計測値の解釈や重要性に関する事項はない。

IRRBB１：金利リスク

項
番

イ ロ ハ ニ
⊿EVE ⊿ NII

当期末 前期末 当期末 前期末
１ 上方パラレルシフト ２，１４３ ２，８４５ △７０３ △７５９
２ 下方パラレルシフト ―― ―― ３０５ △９９
３ スティープ化 １，５１８ ２，３７６
４ フ ラ ット 化
５ 短期金利上昇
６ 短期金利低下
７ 最 大 値 ２，１４３ ２，８４５ ３０５ △９９

ホ ヘ
当期末 前期末

８ 自己資本の額 ２６，２０９ ２３，６９６

令和６年度
発 行 主 体 大分県信用組合
資 本 調 達 手 段 の 種 類 普通出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 １５，３５９
償 還 期 限 ――
一定の事由が生じた場合に償還等を可能とする
特約がある場合は、その概要 ――

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）１． 当局の開示定義に従い、⊿EVEのプラス表示は経済的価値減少、⊿NIIのプラス表示は期間収益減少を
示しております。

（注）２． 金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
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コンプライアンス委員会
（事務局　経営管理部）

コンプライアンス統括部署
（経営管理部）
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会

ホットライン
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ン

相談

顧問弁護士

営業店及び本部各部
コンプライアンス統括責任者

指導　バックアップ

コンプライアンス担当者
相談　研修会チェック

職員

報告・相談・指示

法令等遵守（コンプライアンス）の体制

■コンプライアンス態勢
信用組合の業務は、中小企業等協同組合法などをはじめとして関係する各種法令に基づいて行われています。
特に金融機関は社会的責任と公共的使命が高く、金融業務において多くの遵守すべき法令・ルールがあり、お客さまの保護が求められてい

ます。
当組合では、法令等遵守（コンプライアンス）を経営上の最重要課題の一つとして位置付け、コンプライアンス委員会が、コンプライアンス・プ

ログラムに基づき、実施状況の検証を行っており、経営管理部が統括として全体の管理を行っています。
また、法令等遵守の認識を高めるため、役職員研修・実践を重ねることにより、コンプライアンス重視の企業風土を醸成し、お客さまの信頼性
向上に努めております。

■コンプライアンスの基本方針
１．社会的責任（CSR）と公共的使命
金融機関としての社会的責任と公共的使命を十分認識し、健全な業務運営を通じて、お客さま及び社会からの信頼・信用を確保します。

２．信頼の確保
法令、諸規則、諸規程の遵守（以下「コンプライアンス」という。）を通じて、社会的規範を逸脱することなく、誠実かつ公正に業務を遂行し

て、コンプライアンスの実践を図ります。
３．経営の透明性確保
その事業等の情報を適時かつ適切に開示して、広く社会とのコミュニケーションを図ります。

４．人間尊重の精神
職員の人格、個性を尊重するとともに、安全かつ快適な環境を確保します。

５．環境問題と社会貢献活動への取り組み
社会の構成員であること及び地域社会の発展や公共の利益に深く関わる業務に携わっていることを認識し、「良き企業市民」として、自主
的かつ積極的に社会貢献活動及び環境問題に取り組みます。
６．反社会的勢力との決別
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決します。

■コンプライアンス体制
令和７年４月１日現在
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監事会

顧客保護等管理担当理事顧客保護等管理担当理事監査部監査部

統括部署
（経営管理部）
統括部署

（経営管理部）

顧客説明管理の
担当部署

ご意見・ご要望サポート
管理の担当部署

顧客情報管理の
担当部署

各営業部店担当者

利益相反管理の
担当部署

外部委託先管理の
担当部署

理事長 理事会
（常務会）

お客さまのご意見を真摯に受
け止め、満足していただける
金融サービスを実現するた
め、顧客保護および利便性の
向上に努めています。

顧客保護等管理の体制について

顧客説明管理態勢

お客さまへの説明を要する業務やリスク商品等を適切に販
売するために「説明マニュアル」等の規程を制定しております。
また、研修会や勉強会を開催し、知識と実践の向上に努めて
おります。

顧客情報管理態勢

お客さまの情報を適切に管理するために、「個人情報保護
規程」等を制定し、顧客情報の適切な管理に努めております。

利益相反管理態勢

当組合およびグループ会社とお客さまとの間における利益
相反のおそれのある取引に関し、法令や当組合の定める「利
益相反管理方針・規程」に基づき、お客さまの利益が不当に
害されることのないよう、適切に措置を講じ、業務を遂行してお
ります。

顧客保護等管理体制

個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報の保護に関する法律および関係法令等を遵守して、お客さまの情報を厳格に管理し、お客さ
まのご希望に沿って取り扱うとともに、その正確性・機密保持に努めております。
個人情報の保護と利用に関する考え方および取り組み方針を示した「個人情報保護宣言」については、全店の店頭に掲示するととも

に、ホームページ（https://www.oita-kenshin.co.jp）でも公表しております。
なお、個人情報の取り扱いにつきましては、これからも適宜見直しを行い、改善してまいります。

顧客サポート等管理態勢

お客さまからのご意見・ご要望等を経営に反映させるため、
営業店内に「意見箱」の設置やホームページ上に「お問い合
わせ」ページを設けております。また、「ご意見・ご要望対応委員
会」を開催し、改善対応に努めております。

外部委託管理態勢

業務を外部業者に委託するにあたっては「外部委託取扱規
程」等を制定し、外部委託先においてお客さまの情報の管理
やお客さまへの対応が適切に行われるよう努めております。

令和７年４月１日現在
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相談窓口について

個人の皆さまや、中小企業・個人事業主の方 の々ご要望などに対
しまして、幅広いニーズにお応えできるように、窓口を設置しておりま
す。お気軽にご相談ください。
※以下に記載のない金融商品・サービスのご提供や、経営関連の

ご相談も広く承っておりますので、お近くの営業店にご相談ください。

■健康融資ファンドに関するご相談窓口
当組合は、大分県が推進する健康寿命日本一の取り組みに賛
同し、健康寿命日本一おうえん企業として、市町と開発した「健康
定期」を通して大分県民の健康づくりを応援しています。
この「健康定期」でお預けいただいた資金を県民の健康づくりに
循環させることを目的に、融資ファンドを取り扱っております。
電 話 ０１２０―０１７―３１９（フリーダイヤル）
受付 時 間 午前９時～午後５時
※お近くの営業店でも承っております。

■お借り入れの弁済負担軽減等に関するご相談窓口
お客さまの経営改善や再生の可能性を勘案しつつ、返済方法の
見直し等のお申込やご相談を承っております。
窓 口 お近くの営業店へご相談下さい。
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時

■起業や経営支援等に関するご相談窓口
起業をお考えのお客さまや、高度・専門的な課題でお悩みの
方 に々対し、当組合がお客さまとともに解決策を導き出すためのご
相談窓口です。
窓 口 けんしん中小企業支援センター
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０９７―５７３―７２９７
電子メール kigyo@oita―kenshin.co.jp

■各種ローンや借り換えなどについてのご相談窓口
お客さまの状況と条件にあったローン商品をご紹介、または借り
換えをご検討している方 へ々のご相談窓口です。
窓 口 営業統括部
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０１２０―３９３―５２８（フリーダイヤル）
※お近くの営業店でも承っております。

■資産運用についてのご相談窓口
お客さまの資産状況にあった最適な金融商品・サービスをご提
供できるように、まずはご相談を承っております。
窓 口 営業統括部
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０１２０―３９３―５２８（フリーダイヤル）
※お近くの営業店でも承っております。

■ご意見等・紛争解決についての窓口
［ADR（裁判外紛争解決）に対応した窓口］
・ご意見等処理措置
ご契約内容や商品に関するご意見等は、お取引のある営業店ま
たは下記の窓口をご利用ください。
窓 口 経営管理部
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０１２０―７３７―２５３（フリーダイヤル）
なお、ご意見等対応の手続きについては、別途リーフレットを用意

しておりますのでお申し付けいただくか、ホームページ（https://
www.oita-kenshin.co.jp）をご覧ください。
保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。
一般社団法人生命保険協会 生命保険相談所（電話：０３―３２８６―２６４８）
一般社団法人日本損害保険協会 そんぽADRセンター（電話：０５７０―０２２８０８）
・紛争解決措置
福岡県弁護士会紛争解決センター（電話：０９２―７４１―３２０８）、東
京弁護士会紛争解決センター（電話：０３―３５８１―００３１）、第一東京
弁護士会仲裁センター（電話：０３―３５９５―８５８８）、第二東京弁護士
会仲裁センター（電話：０３―３５８１―２２４９）で紛争の解決を図ることも
可能ですので、ご利用を希望されるお客さまは、上記経営管理部ま
たは下記窓口までお申し出ください。また、お客さまから各弁護士会
に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記東京・第一東
京・第二東京弁護士会の各仲裁センターは、東京都以外の各地の
お客さまもご利用いただけます。
窓 口 一般社団法人 全国信用組合中央協会 しんくみ相談所
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および協会の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０３―３５６７―２４５６
住 所 〒１０４―００３１ 東京都中央区京橋１―９―５

（全国信用組合会館内）
なお、仲裁センター等では、東京以外の地域の方 か々らの申立に
ついて、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手
続きを進める方法もあります。
① 移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件
を移管します。
例えば、福岡県弁護士会の仲裁センターに事件を移管し、
以後の手続きを当該弁護士会の仲裁センターで進めることが
できます。
② 現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士
会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議シス
テム等により、共同して解決に当たります。
例えば、大分県弁護士会（や福岡県弁護士会）の仲裁セン

ターにお越しいただき、当該弁護士会の斡旋人とは面談で、東
京の弁護士会の斡旋人とはテレビ会議システム等を通じてお
話しいただくことにより、手続きを進めることができます。
※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施しているわけ

ではありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等
にご照会ください。




